



























　「準市場 quasi-market」の概念を広めたのは、イギリスの経済学者 Le Grand と Bartlett（1993）
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ビス購入の選択をするのは直接の利用者ではなく、ケアマネジャーなど第三者 third party である。




































































































ビス事業所数は 2000 年の 9,833 から 2015 年には、33,911 に増加、訪問介護員の人数は 2000 年の
18 万人から 2015 年には 45 万人と増加しつづけている（厚生労働省「介護サービス事業所調査」
各年度より）。この 15 年の経営主体別構成比の変化をみると地方公共団体は 12%（2000）から 0.5%
（2015）に、営利法人は 22.3%（2000）から 64.8%（2015）と、営利法人の割合の増加が著しい。
　3 年ごとの介護報酬改定のうち在宅介護サービス関連の変動をみると、2006 年がマイナス 1.0％、
人手不足が深刻化した 2009 年にはプラス 1.7％、2012 年にはプラス 1.0％とあがっているが、2015
年には再び 1.42％のマイナス改定となっている。訪問介護員の賃金は、正社員月給で 2006 年 186.1
千円、 2009 年 181 千円、2012 年 194.4 千円、2015 年で 191.1 千円とわずかながらあがっているも
のの、一般労働者の賃金 304 千円に対し 10 万円以上のひらきがある２。雇用形態では、約７割の
労働者が非正規のいわゆる「登録ヘルパー」であり、時間給で働いている。非正規の登録ヘルパー
の時間給は 1202 円で、全産業の非正規の短時間労働者の平均賃金 1044 円を上回っている３。ただ
し、非正規の週あたり労働時間は 22.7 時間であり、週５日に換算すれば１日 4.54 時間、日給にす
るとは 5400 円程度である。利用者宅の間の移動時間の拘束を含めて１日 7 時間勤務とすれば、時
給 800 円弱に満たない。月に換算すれば月給 10 万円程度で、非正規の訪問介護員の平均月給のデー















　2000 年の厚生省老人保健福祉局老計第 10 号「訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等につ
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できる 500 時間の「介護職員基礎研修」が新たに追加され、2013 年度からは介護職員基礎研修とホー
ムヘルパー１級が「実務者研修」に、ホームヘルパー２級が「介護職員初任者研修」に変更され、
介護福祉士にいたるまでのキャリアパスの形成が試みられている。ただし、資格による月給の違い
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図２．介護保険　居宅介護サービス給付費推移
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全介助になってしまう（全労連 2013: 46）。 
 ぎりぎりで生活をされている方をみて、出来る限り援助をしたいが、時間がなくては始められま
せん 。絶対 60 分に戻してほしいと思います。安全に暮らすことができるように、生活を援助する
には、介護の充実は必要です。削るのは間違っています（全労連 2013: 46）。 
　また労働時間に対する移動時間の長さへの不満として「働く時間が短時間で 1 日何回移動して交
通費も少なくて、遠くへ行く時など移動の時間の方が時間かかかり、何しているかわからない」「45
分や 50 分の活動の為に往復 5 分前着をするために、45 分～ 60 分前に仕事に出ます。移動分も含
めた報酬として時給（最賃が）1600 円以上は頂いても（交通費別で）よいと思われる」（全労連
2013: 49）という声があげられている。
　筆者が東京都の 34 の NPO 事業所を対象に、介護保険制度サービスと保険外の独自サービスの
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ホームケア home care として再定義された７。イングランドにおける在宅介護の契約時間は、1992
年から 1998 年までに 53% 増加し、1994 年の時点で、在宅ケアの総契約時間が、施設介護のそれ







も及ぶ。2003 年時点で、営利企業の平均の時間給は 5 ～ 6 ポンドであり、自治体雇用のケア労働







事的ケア practical care」に分かれており、前者の契約金額は高く設定されている（Matosevic et 
al. 2001）。重度の利用者への重点化に伴い、15 分の短時間のケアや時間外のケアも増加している






ツ自治区におけるデータによれば、自治体から委託民間事業所の職員は 30 分もしくは 45 分の訪問
を１日４回おこない、拘束時間は朝 7 時半～夜の 19 時半にまたがる。しかし移動時間には賃金が
支払われないため、賃金の支払いの対象となる労働時間は、拘束時間の 15% ～ 23.1% にすぎない
（ibid: 153）。
　このような低賃金、不安定な在宅介護労働は、日本同様に 95% を女性が占める女性職である（英
国在宅介護協会 2000）。英国在宅介護協会（UK Home Care Association）の調査では、在宅介護















られるため、利用者ニーズに応える能力を低下させている（Land and Himmelweit 2010: 17）。
　イギリスでは、在宅介護に従事するための専門資格はなく、「全国職業資格」（NVQ）2 級から
４級の取得が推奨されているが、労働者個人や事業所が訓練費用や時間的コストを支払わねばなら
ず、取得がすすんでいない。 2003 年には NVQ ２級を保持しているスタッフの割合が最低基準と
－ 122 －
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して設けられたが、資格を取得しても、賃金水準にほとんど変化がみられず、在宅介護労働者の賃




法（Community Care Direct Payments Act 1996）によって、18 歳以上 64 歳以下の障害者を対
象とした利用者への直接給付（Direct Payment, DP）が制度化され、2000 年には 65 歳以上の高
齢者にも適用が開始される。DP を給付された利用者は、自らが雇用主となってパーソナル・ア
シスタントを雇用することができる。加えて 2005 年労働党政権期には「パーソナライゼーション 
Personalisation」の方針がだされ、アセスメントに基づいて配分された予算のなかで利用者がサー







分野では利用が進まず、2011 年から 2012 年のデータでは、18 歳から 65 歳までの身体障害者では、
在宅介護の支出のうち DP が 57％を占めているのに対し、65 歳以上の高齢者では 15% にとどまっ
ている（HSCI 2013）。
　一方、DP をつうじて利用者に雇われる側の労働者や雇用に対する規制は追いついていない。



















業者に支払う報酬を凍結、もしくは減少させている（Lewis 2014）。2009 年～ 2010 年１時間あた
りのホームヘルプの費用は自治体直営で 30.85 ポンドに対し、民間委託で 15.10 ポンドであり、民
間委託による低賃金労働を増加させている（UKCHA 2012b）。自治体の週あたりのサービス購入
時間も、2009 年の 383 万時間から 2015 年には 338 万時間に減少している（UKCHA2016a）。
　公共サービス組合 UNISON の 2013 年の報告書「ケアの時間」によれば、介護労働者の賃金は













Community Care Statics: Social Service Activity 2013-14 , England NHS Information Centreࡼࡾ➹⪅సᡂ
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図４．ホームケアの部門別、週あたりのサービス提供割合
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２ 平成 27 年度「賃金構造基本統計調査」より
３ 経営主体別の月給をみると、地方自治体で 224.9 千円に対し、医療法人 203.2 千円、社会福祉法人 196.2 千円、














７ ホームヘルプからホームケアへ移行したときの在宅介護労働者の仕事の規定 job description には、家事
援助に加え、家族や友人、コミュニティとの関係構築への手助け、買い物やレクリエーションの援助を含
めて、利用者が最大限に自立を達成するための環境づくりを狙った社会的義務が含まれてきた（Sinclair 
et al. 1990: 164）。
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